
土庄町

土庄町財政報告会
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土庄町人口減少・少子高齢化が進む土庄町
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≪出展≫ 国勢調査人口より 2



土庄町

財 政 状 況
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土庄町財政の硬直化
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・経常収支比率は、常時90％程度で推移
・令和３年度に86.9％まで低下したが、令和４年度に再上昇
・令和５年度以降も90％程度で推移する見込み

経常収支比率
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土庄町臨時収入による歳入の増加
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・経常的収入の主要素は町税と地方交付税
・町税は、ほぼ横ばいだが人口減少により減少傾向
・地方交付税は、新型コロナウイルス感染症や物価高騰対策により10年前より約8億円増加

経常的収入

地方交付税

町 税
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土庄町固定経費の高止まり

・経常的支出の主体は人件費、公債費、補助費等
・この３経費が、10年前と比べ約10億円増加
・今後も、一定期間は継続する見込み
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土庄町各種施策により借入金が大きく増加

・施設の老朽化、統廃合などにより10年前と比べ大きく増加
・役場新庁舎などの事業により、今後は高い水準で推移する見込み

地方債現在高
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小豆島中央病院
土庄こども園

役場新庁舎
デジタル防災行政無線
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土庄町借入金の実質的な負担が増加

・地方交付税措置の活用により、実質的負担の増加を抑制
・実質的負担は10年前と比べ22.9億円増加（H25→R4）
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役場新庁舎により
大きく増加

地方債現在高（負担内訳）
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土庄町毎年の返済金が大きく増加

・地方債現在高の増加に伴い、毎年度の元利償還金（借入返済金）が大きく増加
・役場新庁舎の建設により、今後は高い水準で推移する見込み
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土庄町返済金の実質的な負担が増加

・地方交付税措置の活用により、実質的負担の増加を抑制
・実質的負担は10年前に比べ1.2億円増加（H25→R4）
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役場新庁舎により
大きく増加

元利償還金（負担内訳）
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土庄町貯金は増加傾向

・財政調整基金は、役場新庁舎建設により一時的に減少したが増加傾向（R4末：24.3億円）
・ふるさと納税の推進により、10年前と比べ寄付額が大きく増加（H25：700万円 → R4：3億2,900万円）
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土庄町

持続可能な町を目指して
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土庄町人口減少・少子高齢化に拍車がかかる
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●総人口
12,846人(R2) ⇒ 6,626人(R32)

2020年（R2） ⇒ 2050年（R32）

●子ども（0-14歳）の人口
1,222人(R2) ⇒ 471人(R32)

●生産年齢（15-65歳）人口
6,090人(R2) ⇒ 2,580人(R32)

●高齢化率
43.1％(R2) ⇒ 54.0％(R32)

約１/２

約１/３

約１/２

総人口の半数

≪出展≫ 国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（令和5年推計）』より

全国的に人口減少・少子高齢化

土庄町も同様
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土庄町人口減少における町財政の将来

・経常的収入の主要素である町税と地方交付税が人口減少により大きく減少
・経常的支出は、現状の行政サービスを維持した場合、微減する程度
・人口問題を発端として、15年～20年後には収支が逆転 → 行財政運営が困難に
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土庄町施策の方向性

人口減少をくい止め、人口減少を見据えたまちづくり

施策方針

人口減少・少子高齢化

➢将来を左右する最重要課題

➢人あってこその町

➢人の営みが地域を形成

①地域経済の活性化

②域外からの流入人口の増加

③子育てを楽しめる環境づくり

④防災対策の強化
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土庄町

『島は１つ』 魅力あふれる小豆島観光ビジョン

小豆島観光ビジョン（小豆島観光協会）

小豆島観光におけるミッション

小豆島観光におけるビジョン

小豆島観光におけるバリュー

観光事業の推進により持続可能な島づくりの中心的役割を務める

観光により消費される島ではなく、観光により持続できる島を目指す

離島を形成する景観美（青い海と緑の山々のバランス）
離島に息づく生活文化（伝統と革新／深化と新化）

離島の利点を活かす 離島の不便を減らす

➢今後５か年で取り組む
基本戦略 １０個

➢基本戦略ごとに
アクションプランを決定

観光による地域経済活性化

交流人口・関係人口の増加 関連産業への波及効果 地域経済の活性化

小豆両町の観光方針を１本化: 分かりやすい観光情報・利用しやすいサービスの提供（観光客の増加）

16



土庄町

17
《とのたる館》

域外からの新たな活力

・会議や商談用のスペース
・文化活動などのスペースとしても

活用可能

⑤レンタル会議室/商談室
・仕事や勉強に集中できる半個室を６つ整備

中央部分は議論や教え合いのできる空間に
・フリーランス、個人事業主、観光客、地域の中高生

などあらゆる方が利用可能

⑥コワーキング・コラーニングスペース
・域学連携にて大学生が使用
・島民向けセミナーの会場にも
・大学等の利用予定がない場合

レンタルスペースとして使用

⑦サテライトキャンパスⅠ

・床を土足厳禁のフローリングに
・大学生と子どものワーク、健康体操やヨガなど

町民向けセミナーを開催
・空き時間には利用者がくつろぐ空間に

③サテライトキャンパスⅡ
フロアの管
理・運営事
務室

②事務室
施設利用者向
けの大型プリ
ンターやロッ
カー等を設置

①OA機器室

施設利用者の
飲食スペース

④給湯室

１ ２
３

４

５
６ ７

サテライト・オフィス
（既存設置済）

とのたる館 ３階

企業誘致・雇用創出の交流拠点
地域産業活性化に取り組む拠点を整備
➢サテライト・オフィスによる企業誘致
➢域外事業者の進出による新たな雇用創出
➢事業者、住民、大学生などの交流促進



土庄町
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産学官連携の交流拠点 『夢すび館』
地域社会・地域経済を支える人材の確保
大学生等の若年層の交流人口の増加 将来的な関係人口の増加

地域課題の解決
アイデアの発掘

共同研究の場
フィールドワークの実践

土庄町 大学等

情報発信・ブランディング
商品開発・販路拡大

民間事業者 《夢すび館》

利用者数 内宿泊者数

H30 508 224

R１ 640 530

R２ 94 40

R３ 213 95

R４ 812 443

R５ 1,605 840

《夢すび館 利用者数》

（人）

新たな地域経済と交流人口の創出

H27年11月 京都産業大学 R2年10月 徳島文理大学
H29年12月 武庫川女子大学 R5年5月 せとうち観光専門職短期大学
H30年10月 香川大学

《包括連携協定締結大学》



土庄町

「小豆島マルシェ」

大学生考案のメニュー地場産品の取り組みについて学ぶ

◎地場産品の取り組みをＰＲ

◎事業者の取り組みを支援

◎魅力を発信 ⇒ 小豆島へ誘客

ブランド化支援

販路開拓支援
商品開発・販売

都市部でのPR

課題解決・提案土庄町 東京農業大学

地場産品（ローカルブランド）

➢地場産品の付加価値化や都市部への販路開拓支援
町内事業者の経済活動 底上げ

➢大学生等による商品開発・販売やPR活動

都市部から小豆島へ 観光客・交流人口増加
相互連携
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土庄町島外からの流入人口増加

UターンIターンJターン移住者数

239人
216人

234人

204人

250人

214人

289人

人

50人

100人

150人

200人

250人

300人

350人

H29年度H30年度 R1年度 Ｒ2年度 Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度

◆土庄町における移住者数の推移◆ ◆令和5年度 移住者年齢別内訳◆
n=289

20歳未満

14.5% 42人

20-29歳

30.4% 88人

30-39歳

15.9% 46人

40-49歳

10.4% 30人

50-59歳

12.5% 36人

60-69歳

8.7% 25人

70歳以上

7.6% 22人
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土庄町

地域特性を生かした魅力的雇用や人材の維持・確保
産学官連携による雇用促進（地域雇用活性化推進事業:県内初採択）
島内企業が抱える人材不足と移住希望者をマッチング

両町・両商工会などと共同で実施

島ワークプロジェクト

香川労働局
ハローワーク土庄
島内関連団体 他

関係団体

協力・連携

土庄町 小豆島町

土庄町商工会
小豆島町商工会

NPO法人トティエ

小豆郡雇用対策協議会

➢小豆島・豊島に所在する事業所

➢小豆島・豊島で就職を
希望されている求職者

事業の利用

サポート

（小豆郡地域雇用創造協議会）

具体的な求人募集

定住人口の増加を図るために
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土庄町

空き家を活かした事業者の移住定住促進
事業者の移住・定住促進による町内雇用の創出（空き家の利活用促進）
空き家バンク登録物件を購入し、一定期間以上使用する事業者に耐震対策・改修費を支援

空き家バンク物件

土庄町

①購 入

②耐震対策
改 修

③補助金交付

・事業者の移住・定住促進
・域内雇用の促進

補助対象経費 × 1/2 （補助上限 400万円）

①耐震対策整備:耐震診断・耐震工事費
②家屋改修整備:改修工事費、家財道具処分費など
③通信環境整備:WiFi整備、電話・通信回線工事、

セキュリティ対策費（維持費除く）
事業者

（町内 or 移住）

補助額

補助対象経費

定住人口の増加を図るために
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土庄町

安心とゆとりある子育て
子どもの成⾧やライフステージに応じた各種支援
家庭の経済的負担を軽減させ、心と生活にゆとりを持った子育て環境を目指す

妊 娠

不妊症・不育症助成 エンゼル祝金

出産・子育て応援交付金（単独上乗せ有）

産後ケア交通費助成

こども医療費 無償化

こどもインフルエンザ接種助成

おむつ処理ゴミ袋無償配布

すこやか手当 小豆島中央高校 通学助成

奨学金返還
免除制度

出 産 未就学 小学校 中学校 高 校 大学等

うみまちサポート
交通費・宿泊費

助 成

放課後子ども教室

学校支援員の充実（増員）

放課後児童クラブ（定員拡充）

子育てを楽しめる環境整備
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種 別 土庄町 兵庫県明石市 岡山県奈義町

妊娠期

うみまちサポート
〇 － －

町外での出産支援 制度無し 制度無し

不妊症治療助成

〇 － △

補助額（7.5万円～30万円）、回数制限有（医療保険適用外対象） 制度無し 補助率（1/2）、20万円/年×5か年

不妊治療検査助成 － 〇 －
制度無し 治療助成は無いが、検査助成あり 制度無し

不育症助成
〇 × △

補助回数に上限なし→補助額が最大 補助率（50％）、補助回数（1回/年）、検査に対する補助あり 医療保険適用外のみ対象（30万円/年×5か年）

出産期
出産・子育て応援交付金 〇 △ △

国制度１０万円＋町単独５万円 国制度の１０万円 国制度の１０万円

エンゼル祝金 〇 － △
第1子～第3子１０万円、第４子以降２０万円 制度無し １人一律１０万円

産後期
産後ケア事業

△ 〇 －
利用料：無料～7,000円 利用料：無料～5,600円 利用者負担の明記無し→比較不可（町負担の明記はある）

産後ケア交通費助成 〇 － －
制度無し 制度無し

未就学期

すこやか手当 △ × 〇
第３子以降（３歳まで）が対象（年額１２万円） 1歳まで紙おむつやミルクを毎月現物支給（3,000円相当） 全子ども（４歳まで）が対象（年額１５万円）

おむつ処理ゴミ袋無償配布
〇 － △

こども園に入園していない子どもも対象 制度無し 保育園への入所者のみ対象

保育料無償化
△ 〇 △

国・県制度により一部無償 第２子以降 完全無償 国・県制度により一部無償

病児病後児保育 〇 △ △
利用日額2,200円、第2子（3歳まで）・第3子（6歳まで）は無償 利用日額2,000円 利用日額2,000円

未就学～高校期

子ども医療費無償化 〇 〇 〇
高校生まで無償 高校生まで無償 高校生まで無償

こどもインフルエンザ接種助成
△ × 〇

インフル ２，０００円補助（高校生まで） インフル 無償（3歳未満） おたふくかぜ無償（5歳児まで）、インフル無償（高校生まで）

公共施設入場料無料化
△ 〇 －

博物館や町営プール無し、スポ少は体育施設 無償 市営施設（一部保護者も無料） 情報なし

小学校期
放課後子ども教室

〇 △ －

利用料は必要だが、休日以外ほぼ毎日実施 利用は無償だが、実施回数が場所により1ヶ月に1回程度 情報なし

放課後児童クラブ 〇 × △
利用料が最も低い、実施時間も最⾧（18：30まで） 利用料が最も高い、実施時間が最短 利用料は2番目に高い、実施時間も2番目の⾧さ

小学～中学期
給食費無償化 △ 〇 －

第3子以降 無償 中学生 無償 制度無し

学校支援員の充実
〇 △ －

R6 児童生徒３３名に対して支援員１名 R3 児童生徒３５３名に対して支援員１名 情報なし

高校期 小豆島中央高校通学助成
〇 － －

バス定期券補助 制度無し 制度無し

高校～大学期 奨学金返還免除制度
〇 × △

補助金 高校生（最大：36万円）、大学生（最大：240万円） 給付型奨学金 高校生のみ対象（全日制最大：66万円） 補助金 高校生のみ（最大：72万円）
〇（１位） 14 6 3
△（２位） 6 4 9
×（３位） 0 5 0

―（比較不可） 1 6 9
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土庄町

安心して暮らせる住環境を支援
住みやすく、過ごしやすい生活基盤を確保するため
民間住宅の耐震診断・耐震改修に土庄町独自の上乗せ補助を開始

耐震診断

上限９万円
費用の90％を補助

耐震改修

１００万円まで
全額補助

従 来

耐震診断

上限１２万円まで

全額補助

耐震改修

１００万円まで

全額補助

１００万円を超えて

上限１８０万円までの額は
５０％補助

最高プラス４０万円

ほぼ無料で耐震診断可能

＋

R６より

人口増加に必要不可欠 防災対策
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土庄町

最後に

将来世代へのバトンとなる行財政運営
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